
❷　　　　　こしがや市議会だより　令和8年（2026年）８月1日

　質疑および討論については、その主なもの
を掲載しています。
　各議案の概要は市議会ホーム
ページに掲載しています。

　本議案は、個人番号を利用することができ
る事務を定めること等に伴い、所要の改正を
行う必要があるため、提案されました。
　改正の内容は、本市が独自に個人番号を利
用することができる事務として、新たに「障
害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律による地域生活支援事業の実
施に関する事務」を定めるとともに、当該事
務を処理するために市が保有する特定個人情
報を庁内において連携して利用することを可
能とするものなどで、令和９年２月１日など
から施行します。
▶反対討論
▷　マイナンバーカードは、性質上、一度で
も情報の誤りや漏えいが生じた場合、個人の
生活に深刻な影響を及ぼす。重大な個人情報
を取り扱うにあたり、いかにして市民の不安
を解消するのか、依然として課題があると感
じる。市民の利便性の向上は、行政サービス
における重要な要素だが、その前提として、
市民が安心してサービスを利用できる環境が
不可欠。マイナンバーカードを巡る情報漏え
い事案は後を絶たない。市民の個人情報を守
るという、行政の責務を最優先すべきである
と同時に、政府の進めるマイナンバー制度に
反対であり、利用拡大を安易に推進するので
はなく、独自利用の拡大は慎重であるべきと
考えるため、本議案に反対する。

　歳入では、生活扶助費等負担金、財政調整
基金繰入金の追加が主なものです。
　歳出では、訪問介護事業所等が行う、人材
確保の推進などに係る支援金や、生活保護費
の追加支給に係る扶助費の追加が主なもので、
補正予算額は５億１８００万円になります。
▶議案質疑
問　国の生活保護基準の引き下げを最高裁が
明確に違法と認定。市の受け止めは。
答　生活保護事務は第１号法定受託事務で、
生活保護法による実施要領に基づき、申請受
付、調査、保護決定などの事務を地方自治体
が、それ以外の基準などに関する事務は国が
担っている。当時、保護変更決定処分を行っ
た本市としても大変遺憾である。
問　一連の経緯が市民や現場職員へ与える影
響は。
答　最高裁判決を受けた行政への不信感など
のご意見は寄せられていないが、受給者や市
民の方に少なからず何らかの影響があると考
えている。また、処分を実際に行った職員の
モチベーションや、本来生じるはずのない追
加給付に係る事務負担など、職員に与える影
響は大きいものと考えている。
問　今後、国の制度運営に対し、地方自治体

として主体的に意見を述べる考えは。
答　国の制度運営に関して、一自治体でとい
うより、まとまった団体として言うとそれな
りの威力が出てくる。中核市の市長会や提案
募集方式などを活用して、義務づけや枠づけ、
さらに関与の在り方の見直しなど機会を捉え
て提案していき、国と地方の協議の場を通じ、
市民サービスのさらなる向上に努めていく。
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　本議案は、山田大助議員ほか１０人から共
同提案されました。
意見書の要旨
　日本はこれまで、アメリカ、イラン双方と
深い関係を築いており、イラン戦争終結のた
めに両国およびイスラエルに対して、あらゆ
る外交努力を尽くすなど、さらなる働きかけ
をすることを求める。
意見書提出先　内閣総理大臣、外務大臣、防
衛大臣
▶反対討論
▷　本意見書が示す国際紛争の早期終結への
願いや中東情勢が地域経済や市民生活へ影響
を及ぼしうるとの問題意識については理解す
る。また、現場において原材料や製品の調達
に苦慮している事業者がいることや、一部製
品で供給の遅れや入手困難が生じていること
も認識している。しかしながら、本意見書で
は、ホルムズ海峡封鎖によるナフサをはじめ
とした原油由来製品の不足が市民生活や事業
活動に大きな影響を与えているとの認識が示
されている。一方、政府は中東以外からの代
替調達の拡大、備蓄の活用、在庫調整などを
進めており、原油およびナフサを原料とする
製品について、全体として供給継続を図る対
応を進めている。地方議会として求められる
のは、不安を増殖することではなく、実態を
冷静に把握し、事実に基づいた議論を行うこ
とである。直近では停戦に向けた外交協議も
発展し、国際社会において、事態の沈静化に
向けた取り組みが進められている。情勢はな
お流動的な中で、地方議会として追加的な意
思表明を行う必要性については、慎重に判断
すべきと考え、本議案に反対する。
▷　地上から戦争をなくすこと、これは人類
共通の願いであり、日本政府は中東情勢をは
じめとする国際社会の安定のためにあらゆる
努力を尽くすべきであると考えている。また、
中東情勢の影響により、市民生活や市内事業
所の皆様に多大なる負担をかけている点につ
いては、一刻も早く改善すべき事態であると
認識している。６月１５日、米国およびイラ

ン双方が戦闘終結等に関する覚書に合意した
旨が発表された。これまで日本政府は事態の
沈静化が一刻も早く図られることが最も重要
との立場から、積極的な外交努力を行ってき
たが、今回の覚書の合意は、事態の収束に向
けた大きな一歩であり、当事者国ならびに仲
介役を果たしてきた関係国が粘り強く交渉を
行ってきた結果であると考える。日本政府に
は、今後も中東情勢に最も大きな影響を受け
ているアジアの代表として、世界のエネルギ
ー安全保障、原油市場の安定に向けた働きか
けを期待する。意見書の根底にある平和への
願いには理解をするものの、国に対してさら
なる働きかけを一律に求める本意見書の趣旨
は、政府の取り組みや現状の外交情勢に必ず
しもそぐわないと考え、本議案に反対する。
▶賛成討論
▷　トランプ大統領への国際的な評価は必ず
しも高いものとはいえず、和平文書への調印
が明日（６月１９日）に控えているが、いま
だ予断を許さないと言わざるを得ない。調印
そのものが終わっても、これまでも停戦期間
中に武力の応酬があったことなど、イスラエ
ルからレバノンへの攻撃を含めて、今後また
戦闘行為が一切起きないとも断言できない。
さらに核問題などは調印後、期間を決めて交
渉することになっており、この間のアメリカ
とイスラエルのイランへの攻撃は核交渉の最
中だったことから、交渉を成功させ、戦争終
結させるためには、これからの努力が極めて
重要であると考える。意見書に記載されてい
るとおり、日本はこれまで、中東諸国、とり
わけイランとは長年の外交努力のもとで親密
な関係を築き上げてきた。またアメリカとも
深い関係にある。この外交的立場を生かし、
今後の交渉を成功させることは、日本政府に
できることであり、積極的に取り組むべきと
考え、本議案に賛成する。
▷　現在、中東情勢を巡っては、関係者間で
軍事行動の抑制や緊張緩和、終結に向けた協
議が進められているとの見方がある一方、そ
の内容は、なお不透明な部分が残されている。
特にホルムズ海峡の安全確保や就航の自由を
巡っては、関係当事国の認識や期待に一定の
隔たりが指摘されている。今必要なのは、国
際法と国際秩序に基づき、継続的かつ実効性
ある外交努力によって、地域全体の安定に繋
げていく視点である。国際連合憲章は、国際
紛争の平和的解決を基本原則としている。ま
た、国際人道法は、いかなる状況下において
も、民間人保護を求めている。武力による応
酬の継続は、結果として一般市民の生命と生
活に深刻な影響を与え、中東地域の不安定化
は、エネルギー供給、物流、物価を通じて、
日本経済や地域経済にも影響を及ぼす。地方
自治体も例外ではなく、市民生活を守る観点
から、国際情勢を無関係とはできない。市民
の暮らしと安全を守る立場から、国に対し、
停戦の定着、対話の継続、地域全体の安定に
向けた外交努力を求める意思を示すことは、
十分な意義があると考え、本議案に賛成する。

　本議案は、議会運営委員会から提案されま
した。
　改正の内容は、地方自治法の引用条項の移
動に伴う条文整理を行うもので、令和８年９
月２４日から効力を生じます。

主  な  議  案  の  内  容

監査委員の選任について（議員選出）

イラン戦争の終結に向けさらなる働きか
けを求める意見書について

市長提出議案

議員提出議案

委員会提出議案

越谷市行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する法律
に基づく個人番号の利用に関する条例の
一部を改正する条例制定について

市長の専決処分事項の指定の一部改正に
ついて

令和８年度越谷市一般会計補正予算（第
１号）について

しらかわ　 ひでつぐ


